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１．�「日本の失った30年」の原因は、知
財戦略の敗北にある

⑴　栄光の30年を支えた特許増産戦略の背景
　日本の「失われた30年」の大きな原因のひと

つは、「知財戦略の失敗」だと筆者は考えている。

第２次世界大戦が終結した1945年から、2023年

で78年。経済白書が「もはや戦後ではない」と

復興を宣言した1956年ごろから1973年ごろまで

が日本の高度成長期で、1985年のプラザ合意ま

でを含み「日本の栄光の30年」ということがで

きる。約５年間のバブル経済期をはさみ、1990

１．「日本の失った30年」の原因は、知財戦略の
敗北にある

２．経営者は知財・無形資産経営をリードせよ

３．企業が実践すべき知財・無形資産経営とは
４．機関投資家、アナリストも、企業とスクラム

を組み、知財・無形資産で日本を再興しよう
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　日本企業は戦後、世界第１位の特許出願件数を生かした知財戦略の効果もあって、1980年代までに「栄光の
30年」を達成した。しかし米国企業やアジア企業の反撃の前に電機・半導体を中心とする日本企業は敗れ、
2020年代にかけて「失われた30年」に陥っている。その大きな原因は「知財戦略の失敗」にある。ただ米国企
業の復活の前提となった中国や台湾の企業との提携戦略は、経済安全保障の影響で劇的に変化した。まさに日本
企業は、本稿で紹介する知財・無形資産経営戦略に果敢に取り組み、持続的成長を実現すべき時期がきた。

今後の企業経営は、知財・無形資産戦略で決まる
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